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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第３四半期累計期間
第７期

会計期間
自 2022年７月１日
至 2023年３月31日

自 2021年７月１日
至 2022年６月30日

売上高 (千円) 2,132,624 1,964,694

経常利益 (千円) 503,127 10,764

四半期（当期）純利益 (千円) 590,900 7,321

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ─ ─

資本金 (千円) 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 3,334,230 333,423

純資産額 (千円) 1,565,599 955,006

総資産額 (千円) 5,766,702 5,358,096

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 177.22 2.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─

自己資本比率 (％) 27.1 17.7

回次
第８期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 90.29

(注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場でり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

５．当社は、2023年３月17日付で株式１株につき10株の分割を行っておりますが、第７期の期首に当該株式分割

が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの

部）に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当第３四半期累計期間（2022年７月１日から2023年３月31日まで）における世界経済は、新型コロナウイルス感

染症の影響が継続したものの、行動制限の緩和等による社会経済活動の正常化の動きが見られました。一方で、ウ

クライナ情勢を始めとする地政学リスクや原材料価格の上昇、インフレリスクなど、依然として先行き不透明な状

況が続いております。このような中でドル円為替相場は、前事業年度と比較して円安水準で推移しました。

航空業界では、国内線需要の回復に加え、国際線需要についても各国の移動制限の緩和や撤廃などにより、回復

の兆しが出ております。その結果、エアラインでは航空旅客需要の回復に伴う機体発注などの動きが見られるとと

もに、航空機メーカーにおいては、中小型航空機を中心とした一部機種の受注が増加しました。一方で、新型コロ

ナウイルス感染症やウクライナ情勢を発端とした調達遅延等のサプライチェーンリスクも顕在化しております。

こうした状況下において、当社の主力製品であるチタンアルミ製の低圧タービンブレードが搭載される仏Airbus

社製航空機A320neoファミリー及び米Boeing社製航空機737MAXは、中小型航空機として主に国内線で活用されること

もあり、大きく受注機数残高を増加させ、両社ともに生産体制の増強を進めております。

当社においては、主要事業であるLEAPエンジン向けチタンアルミブレードについて、顧客である仏SAFRAN社から

の材料供給の遅延等、サプライチェーンの混乱が一部見られましたが、顧客からの受注拡大により、販売数量は前

年同期から大きく増加し、当社のチタンアルミブレードが搭載されるエンジン基数（チタンアルミブレード販売枚

数÷LEAPエンジン１基当りのチタンアルミブレード搭載枚数）は406基となりました。また、販売数量の増加に加え

円安の影響もあり、当社の売上高は、大きく増加いたしました。

当社は、今後の更なる受注拡大に備えるため、業務効率に向けた改善活動を継続するとともに、人員採用を含め

た生産体制の強化に取り組みました。また、航空業界全体で対応が求められるCO２削減に向けた取り組みも推進し

てまいります。

この結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高2,132,624千円、営業利益395,722千円、経常利益503,127

千円、四半期純利益590,900千円となりました。

なお、当社は、単一セグメントのため、セグメントごとの記載を省略しております。

②財政状態

（資産）

当第３四半期会計期間末における資産の残高は、5,766,702千円であり、前事業年度末に比べ408,605千円増加い

たしました。この主な要因は、有形固定資産の償却等による減少307,504千円があった一方で、現金及び預金の増加

601,207千円、売掛金の増加60,078千円、仕掛品の増加57,398千円があったことによるものであります。

現金及び預金が増加した主な要因は、利益の計上、並びに新規に300,000千円の長期借入を実施したことによるも

のであります。

（負債）

当第３四半期会計期間末における負債の残高は、4,201,103千円であり、前事業年度末に比べ201,987千円減少い

たしました。この主な要因は、新規借入300,000千円があったものの、リース債務（１年内返済予定分含む）の返済

による減少132,369千円、長期借入金（１年内返済予定分含む）の返済による減少420,285千円によるものでありま

す。
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（純資産）

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、1,565,599千円であり、前事業年度末に比べ610,592千円増加

いたしました。この主な要因は、欠損填補による資本剰余金の減少1,783,069千円があった一方で、四半期純利益の

計上及び欠損填補による利益剰余金の増加2,373,969千円があったことによるものであります。

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありま

せん。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第３四半期累計期間において、当社の経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期累計期間において、当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、101,738千円であります。当第３四半期累計期間におい

て、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「資本の財源及び資金の流動性に係る情報」に記載

した内容から重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,000,000

計 13,000,000

(注)1.2023年３月15日の臨時株主総会決議により、普通株式の発行可能株式総数は500,000株増加し、1,300,000株と

なっております。

2.2023年２月14日開催の取締役会決議により、2023年３月17日付で、普通株式１株につき10株の株式分割を行っ

ております。これにより発行可能株式総数は、11,700,000株増加し、13,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年５月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,334,230 3,334,230 非上場

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式で、単元
株式数は100株であります。

計 3,334,230 3,334,230 ― ―

(注)１．当社は、2023年２月14日の取締役会決議により、2023年３月17日付で普通株式１株につき10株の割合で株式

分割を行っております。これにより、発行済株式総数が3,000,807株増加して3,334,230株となっておりま

す。

２．2023年３月15日の臨時株主総会決議において定款変更が決議され、同日付で１単元を100株とする単元株制

度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
（千円)

資本準備金
残高

(千円)

2023年３月17日（注） 3,000,807 3,334,230 ― 100,000 ― 349,997

(注)株式分割（１：10）によるものであります。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,334,000
33,340 ―

単元未満株式
普通株式

230
― ―

発行済株式総数 3,334,230 ― ―

総株主の議決権 ― 33,340 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度に係る定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

社外取締役 中村 雅也 2022年12月９日

社外取締役 菊地 義典 2023年３月15日

社外取締役 定元 威一郎 2023年３月15日

(2)異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性６名 女性１名 (役員のうち女性の比率14.3％)
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第３四半期会計期間(2023年１月１日から2023年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(2022

年７月１日から2023年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュ

ーを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年６月30日)

当第３四半期会計期間
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,119,296 1,720,504

売掛金 464,749 524,827

製品 99,933 40,866

仕掛品 103,923 161,322

貯蔵品 81,090 120,942

前払費用 25,413 22,917

未収消費税等 231,574 169,656

その他 397 556

流動資産合計 2,126,379 2,761,592

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,083,566 1,054,499

機械及び装置（純額） 1,052,397 881,536

その他（純額） 1,009,397 901,820

有形固定資産合計 3,145,360 2,837,856

無形固定資産

その他 66,032 58,329

無形固定資産合計 66,032 58,329

投資その他の資産

その他 20,324 108,923

投資その他の資産合計 20,324 108,923

固定資産合計 3,231,717 3,005,109

資産合計 5,358,096 5,766,702
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年６月30日)

当第３四半期会計期間
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 77,080 98,159

１年内返済予定の長期借入金 460,380 280,380

リース債務 177,002 180,082

未払金 113,772 126,212

未払費用 4,341 2,275

未払法人税等 3,623 2,717

預り金 12,986 2,466

その他 40,213 44,051

流動負債合計 889,401 736,345

固定負債

長期借入金 2,806,960 2,866,675

リース債務 610,713 475,263

退職給付引当金 15,386 16,627

役員退職慰労引当金 80,152 105,825

その他 476 366

固定負債合計 3,513,688 3,464,757

負債合計 4,403,090 4,201,103

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 2,668,890 885,821

利益剰余金 △1,783,069 590,900

株主資本合計 985,821 1,576,722

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △35,137 △15,445

評価・換算差額等合計 △35,137 △15,445

新株予約権 4,322 4,322

純資産合計 955,006 1,565,599

負債純資産合計 5,358,096 5,766,702
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
当第３四半期累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

売上高 2,132,624

売上原価 1,249,046

売上総利益 883,578

販売費及び一般管理費 487,806

営業利益 395,772

営業外収益

受取利息 19

補助金収入 78,922

受取保険金 77,923

その他 3,245

営業外収益合計 160,109

営業外費用

支払利息 32,395

為替差損 13,339

その他 7,020

営業外費用合計 52,754

経常利益 503,127

特別利益

固定資産売却益 1,370

特別利益合計 1,370

税引前四半期純利益 504,498

法人税等 △86,402

四半期純利益 590,900
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することとしております。なお、四半期財務諸表への影響はありません。

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の処理）

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む会計年度の税引前当期純損益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四

半期純損益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。

(追加情報)

該当事項はありません。

(四半期貸借対照表関係)

コミット型シンジケートローン

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、株式会社足利銀行を含む取引先金融機関２行とコミット型シンジ

ケートローン契約を締結しております。

当第３四半期会計期間における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

当第３四半期会計期間
(2023年３月31日)

当座貸越極度額

及び貸出コミットメントの総額
600,000千円

借入実行残高 ― 千円

差引額 600,000千円

(四半期損益計算書関係)

該当事項はありません。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第３四半期累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

減価償却費 327,978千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期累計期間(自 2022年７月１日 至 2023年３月31日)

１．配当に関する事項

(１)配当金支払額

該当事項はありません。

(２)基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、2022年９月28日開催の第７回定時株主総会の決議に基づき、2022年９月28日付で、その他資本剰余金

を1,783,069千円減少し、同額を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を行っております。なお、これによる株主

資本の合計金額への影響はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、加工事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、加工事業の単一のセグメントであり、顧客との契約から生じる収益は加工製品の販売がその大部分を占

めることから、収益の分解情報は省略しております。なお、顧客との契約から生じる収益以外の収益はありませ

ん。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期累計期間
(自 2022年７月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり四半期純利益 177円22銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 590,900

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 590,900

普通株式の期中平均株式数(株) 3,334,230

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

─

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

２．当社は、2023年３月17日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算出しております。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　






	新規上場申請のための四半期報告書
	表紙
	扉
	目次
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】

	第２　【事業の状況】
	１　【事業等のリスク】
	２　【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３　【経営上の重要な契約等】

	第３　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【役員の状況】

	第４　【経理の状況】
	１　【四半期財務諸表】
	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書


